
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 

開催日時：令和８年６月２６日（金）   ８：１９～８：２７ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：高 市 早 苗 内閣総理大臣 

林 芳 正 国務大臣（総務大臣） 

平 口  洋 国務大臣（法務大臣） 

茂 木 敏 充 国務大臣（外務大臣） 

片 山 さつき 国務大臣（財務大臣、内閣府特命担当大臣） 

松 本 洋 平 国務大臣（文部科学大臣） 

上 野 賢一郎 国務大臣（厚生労働大臣） 

鈴 木 憲 和 国務大臣（農林水産大臣） 

赤 澤 亮 正 国務大臣（経済産業大臣、内閣府特命担当大臣） 

金 子 恭 之 国務大臣（国土交通大臣） 

石 原 宏 高 国務大臣（環境大臣、内閣府特命担当大臣） 

小 泉 進次郎 国務大臣（防衛大臣） 

木 原  稔 国務大臣（内閣官房長官） 

松 本   尚 国務大臣（デジタル大臣、内閣府特命担当大臣） 

牧 野 たかお 国務大臣（復興大臣） 

あかま 二 郎 国務大臣（国家公安委員会委員長、内閣府特命担当大臣） 

黄川田 仁 志 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

城 内 実 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

小野田 紀 美 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：尾 﨑 正 直 内閣官房副長官 

佐 藤   啓 内閣官房副長官 

露 木 康 浩 内閣官房副長官 

岩 尾 信 行 内閣法制局長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

○一般案件       ４件 

○国会提出案件     ８件 

○公布（条約）     ２件 

○公布（法律）     １件 

○人事         ３件 

○配布         １件 

いずれも、案件表のとおり、決定等となった。 
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議事内容： 

○木原国務大臣：ただ今から、閣議を開催いたします。 

  まず、閣議案件について、佐藤副長官から御説明申し上げます。 
○佐藤内閣官房副長官：一般案件等について、申し上げます。まず、「日・インドネシ

ア経済連携協定改正議定書」及び「日・キルギス租税協定」の締結及び公布につい

て、御決定をお願いいたします。これらの条約は、今国会までに承認を得たもので

あります。あわせて、同租税協定の締結に伴い、現在我が国とキルギスとの間で適

用されている「日・ソ租税条約」の終了の通告について、御決定をお願いいたしま

す。 
  次に、恩赦２件について、御決定をお願いいたします。いずれも復権を行うもの

であります。 
  次に、「人権教育・啓発白書」について御決定をお願いいたします。本件につきま

しては、後程、法務大臣から御発言があります。 
  次に、「特定秘密の指定等の実施状況」及び「重要経済安保情報の指定の実施等の

状況」について、関係法令の規定に基づき、それぞれ国会に報告することについて、

御決定をお願いいたします。 
  次に、質問主意書に対する答弁書３件について、お手元の資料のとおり、御決定

をお願いいたします。 
  次に、令和７年度第４・四半期における「予算使用の状況」及び「国庫の状況」

を、財政法に基づき国会及び国民に報告することについて、御決定をお願いいたし

ます。 
  次に、法律の公布について、御決定をお願いいたします。「自動車運転死傷処罰法

及び道交法の一部改正法」が、昨日の衆議院本会議において、可決成立したもので

あります。 
  次に、人事案件について、申し上げます。まず、経済産業省人事といたしまして、

大臣官房総括審議官佐々木啓介が内閣官房へ出向し、その後任に、大臣官房長 岡

宏一郎を、併せ命ずることを承認することについて、御決定をお願いいたします。 
  次に、裁判官人事といたしまして、簡易裁判所判事に兼ねて任命するものについ

て、御決定をお願いいたします。 
  次に、下村政嗣外５４６名の叙位、叙勲又は紺綬褒章授与等について、御決定を

お願いいたします。 
  次に、配布資料といたしまして、「原子力白書」があります。本件につきまして

は、後程、小野田大臣から御発言があります。 
○木原国務大臣：次に、大臣発言がございます。まず、法務大臣。 
○平口国務大臣：「令和７年度人権教育及び人権啓発施策」は、法務省及び文部科学省

において、関係府省庁の御協力をいただき作成した年次報告であり、毎年、閣議決

定の上、国会に提出することとされています。本年次報告は、「特集」として「人権

教育・啓発に関する基本計画（第２次）」を取り上げたほか、人権一般の普遍的な視

点からの取組、「インターネット上の人権侵害」、「女性」、「こども」等の各人権課題
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に対する取組、人権に関わりの深い特定の職業に従事する者に対する研修、人権教

育・啓発の総合的かつ効果的な推進体制等、政府が令和７年度に講じた人権教育及

び人権啓発に関する施策を報告する内容となっています。 
○木原国務大臣：次に、小野田大臣。 
○小野田国務大臣：この度、原子力委員会において決定しました「令和７年度版原子

力白書」を配布しております。本白書では、当委員会で策定した「原子力利用に関

する基本的考え方」の内容を踏まえ、原子力政策に関する現状等を説明しておりま

す。また、今回の白書では、「次世代に向けた核燃料サイクルの展望」をテーマとす

る特集を組み、核燃料サイクルについて、その意義や技術、国内外の動向について

分かりやすく紹介しております。白書等を通じて、原子力利用に関する取組につい

て国民の方々へしっかり説明してまいります。 
○木原国務大臣：次に、黄川田大臣。 
○黄川田国務大臣：７月１日から３１日までの１か月間、「青少年の被害・非行防止全

国強調月間」を実施します。昨今、ＳＮＳやオンラインゲームに起因して性犯罪等

の被害に遭ったこどもの数が、高い水準で推移していること等を踏まえ、今年度は、

「インターネット利用におけるこどもの性被害等の防止」を最重点課題に掲げ、国、

地方公共団体、関係団体等が、それぞれの役割と責任を果たしつつ、相互に協力し

ながら、啓発等の諸活動を実施してまいります。閣僚の皆様におかれましては、本

月間の取組に御協力をいただきますようお願い申し上げます。 
○木原国務大臣：次に、外務大臣。 
○茂木国務大臣：イラン・レバノン・パレスチナにおける人道状況の悪化を受け、保

健・医療、食料などの分野で支援を行うため、合計１，５００万ドルの緊急無償資

金協力を行うこととします。 
○木原国務大臣：これをもちまして、閣議を終了いたします。 
  引き続き、閣僚懇談会を開催いたします。財務大臣から御発言がございます。 
○片山国務大臣：本年度の予算執行調査につきましては、４月に３１件の調査事案を

公表し、調査に御協力をいただいております。その全てについて、今般、調査結果

を取りまとめました。閣僚各位におかれましては、租税特別措置・補助金見直しの

取組とも連携しつつ、今回の調査結果を令和９年度予算の概算要求や今後の予算執

行に確実に反映していただくようお願いします。 
○木原国務大臣：ほかに御発言はございますか。 
  無いようですので、以上をもちまして、閣僚懇談会を終了いたします。 
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令和８年 

６月 26日 

◎ 一 般 案件

○ 経 済 上 の連携 に 関す る 日本 国 とイ ン ドネ シ ア共 和

国 と の 間 の協定 を 改正 す る議 定 書の 効 力発 生 の た

め の 外 交 上の公 文 の交 換 につ い て（ 決 定）

（ 外 務省 ） 

1. 所 得に 対する 租 税に 関 する 二 重課 税 の除 去 並

〃 ○ びに 脱 税及 び 租税 回 避の 防 止の た めの 日 本国

と キ ル ギ ス共和 国 との 間 の協 定 の効 力 発生 の

た め の 通 告

1. 所 得 に対す る 租税 に 関す る 二重 課 税の 回 避 の

た め の 日 本国政 府 とソ ヴ ィエ ト 社会 主 義共 和

国 連 邦 政 府との 間 の条 約 の日 本 国と キ ルギ ス

共 和 国 と の間に お ける 適 用の 終 了の 通 告

に つ い て（決 定 ）  （ 同上 ） 

☆ 恩 赦 につ いて （ 決定 ）   （内 閣 官房 ） 

◎ 国 会 提出 案件

 ○ 「 令和 ７年 度 人権 教 育及 び 人権 啓 発施 策 」に つ い

て （ 決 定 ）        （ 法 務・ 文 部科 学 省）

〃 ○ 特定 秘密 の 指定 及 びそ の 解除 並 びに 適 性評 価 の実

施 の 状 況 に関す る 報告 に つい て （決 定 ）

（ 内 閣官 房 ） 

〃 ○ 重要 経済 安 保情 報 の指 定 及び そ の解 除 、適 性 評価

の 実 施 並 びに適 合 事業 者 の認 定 の状 況 に関 す る 報

告 に つ い て（決 定 ）       （ 内 閣府 本 府）

1. 参 議院 議員高 良 沙哉 （ 沖縄 ） 提出 昭 和１ ０ ０

年 記 念 式 典に関 す る質 問 に対 す る答 弁 書に つ

い て （ 決 定）           （ 同上 ）

〃 ○ 1. 参議 院 議員 石 垣の り こ（ 立 憲） 提 出公 益 通報

者 保 護 制度に お ける ３ 号通 報 者の 探 索行 為 に

関 す る 質問に 対 する 答 弁書 に つい て （決 定 ） 

（ 消 費 者 庁） 

（ 金 ）閣 議 案 件

資 料
あ り

資 料
あ り

資 料
な し

［ 別　添 ］

4



1. 参 議院 議員高 良 沙哉 （ 沖縄 ） 提出 会 計年 度 任

用 職 員 に 関する 質 問に 対 する 答 弁書 に つい て

（ 決 定 ）            （ 総 務省 ） 

 ☆ 令 和７ 年度 第 ４・ 四 半期 に おけ る 予算 使 用の 状 況

（ た だ し 出納整 理 期間 を 含ま ず 。） を 国会 及 び 国

民 に 報 告 するこ と につ い て（ 決 定）  （財 務 省） 

〃  ☆ 令和 ７年 度 第４ ・ 四半 期 にお け る国 庫 の状 況 を国

会 及 び 国 民に報 告 する こ とに つ いて （ 決定 ） 

（ 同 上 ） 

 

◎ 公 布 （条約 ） 

☆ 経 済 上 の連携 に 関す る 日本 国 とイ ン ドネ シ ア共 和

国 と の 間 の協定 を 改正 す る議 定 書（ 決 定） 

（ 外 務省 ） 

〃  ☆ 所得 に対 す る租 税 に関 す る二 重 課税 の 除去 並 びに

脱 税 及 び 租税回 避 の防 止 のた め の日 本 国と キ ル ギ

ス 共 和 国 との間 の 協定 （ 決定 ）     （ 同 上） 

 

◎ 公 布 （法律 ） 

☆ 自 動 車 の運転 に より 人 を死 傷 させ る 行為 等 の処 罰

に 関 す る 法律及 び 道路 交 通法 の 一部 を 改正 す る 法

律 （ 決 定 ） 

 

◎ 人  事 

○ 各 府 省 幹部職 員 の任 免 につ き 、内 閣 の承 認 を得 る

こ と に つ いて（ 決 定）  
 ☆ 溝 渕章 展外 ８ 名を 簡 易裁 判 所判 事 に兼 ね て任 命 す  

る こ と に ついて （ 決定 ） 

 ☆ 東 北大 学名 誉 教授 下 村政 嗣 外５ ４ ６名 の 叙位 、 叙  

勲 又 は 紺 綬褒章 授 与等 に つい て （決 定 ） 

 

◎ 配  布 

☆ 令 和 ７ 年度版 原 子力 白 書     （ 内閣 府 本府 ） 

 

 

〔 ○ 署名 あ り  ☆ 署名 な し〕 

資 料  
あ り  

資 料  
な し  

資 料  
な し  

資 料  
な し  

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  
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